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Ⅰ 主要な施策の成果 

 

令和 5 年度菊陽町一般会計に関する主要な施策の成果について、第 6 期総合計

画における施策の体系によりまとめました。成果内容は次のとおりです。 

 

第 1 部 人が豊かに育つまち 

第 1 編 教育・生涯学習・スポーツ・文化 

第 1 章 学校教育の充実 

1 子どもたちの「生きる力」を育む教育の充実 

授業の質の向上や小学校から中学校への円滑な接続を目指し、令和 3 年度か

ら、小学校において教科担任制を実施しています。 

平成 30 年度から実施している菊陽町英語チャレンジ・プロジェクト事業は、

菊陽町立の小・中学生の英語力及び学習意欲の向上を図ることを目的とし、令

和 5 年度は、中学 3 年生の英検 3 級以上受験料 2,352 千円（514 人）に加えて、

中学 2 年生の英検 4 級以上受験料 1,362 千円（468 人）、小学 6 年生の英検Ｊｒ

受験料 339 千円（485 人）を支出しました。 

また、誘致企業であるソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会

社熊本 TEC と連携してワークショップを開催し、プログラミング教育の推進を

図りました。 

 

2 社会に開かれた教育課程の実現 

  令和元年から引き続き学校運営協議会を設置し、地域学校協働活動と連携し

た取り組みを進め、地域とともにある学校づくりに努めました。 

 

3 学校教育施設・設備の環境整備 

菊陽北小学校建設事業では、増加する児童への対応として菊陽北小学校給食

室新築工事（建築）他 5 件に 302,272 千円を支出しました。 

 

第 2 章 生涯学習・生涯スポーツの充実 

1 生涯学習の推進 

（1）生涯学習の推進 

各生涯学習施設では、各種講座の充実に努め、全世帯に講座案内パンフレッ

トを配布し、生涯学習の推進に努めました。 

 

（2）中央公民館の運営 

  中央公民館では、住民の学習ニーズに応えるため、各種講座（主催 14 講座・

自主 13講座）など、子ども向け講座や高齢者向けのシニアカレッジ等を開講し、

生涯学習の拠点として住民の利用促進を図りました。 

  町内の各行政区の活動拠点となる地域公民館の活動支援として、各種大会や

研修会への参加を呼びかけました。 

  青少年健全育成町民会議の活動として、親子ふれあい講座、あいさつ運動な

どを実施し、各校区青少年健全育成協議会、各中学校とも情報交換を行いなが

ら、青少年の健全育成に努めました。 
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  地域女性の会活動の支援として、キャロッピー食堂（子ども食堂）の開催や

各種活動の支援、4 年ぶりに屋久島町の女性団体との交流を行いました。 

  また、中央公民館 3 階大会議室のカーテン・カーテンレールの取替等で、333

千円を支出しました。 

  総事業費は 16,235 千円で、延べ 19,746 人の利用がありました。 

 

（3）図書館の運営 

  開館から 20 年が経過した図書館では、新型コロナウイルス感染症の影響も少

なくなり、来館者も回復傾向にあります。令和 5 年度の貸出冊数は 222,435 冊

でした。また、新たなサービスとして「電子図書館」を開始するなど、生涯学

習の場として、多くの町民に利用していただきました。 

  主な支出として図書 5,213 点の購入費に 9,240 千円、ホール運営費 14,603 千

円など、総額 104,622 千円を支出しました。 

 

（4）武蔵ヶ丘コミュニティセンターの運営 

  武蔵ヶ丘コミュニティセンターでは、地域住民の身近な交流・学習の場とし

て各種講座（主催 8 講座・自主 46 講座）を開設しました。 

  また、大人向けのパソコン操作技術を学ぶ講座として、初級・中級の講座等

を開催しました。 

  総事業費は 9,596 千円で、延べ 25,581 人の利用がありました。 

 

（5）南部町民センターの運営 

  南部町民センターでは、地域住民の身近な交流・学習の場として、各種講座

（主催 15 講座・自主 10 講座）を開設しました。 

11 年目となりました菊陽南小学校 3 年生・4 年生を対象にした鼻ぐり子ども 

 ガイド養成講座は、豊かな自然・文化財を知ることを目的に年 5 回の学習を進 

 めました。 

  また、4 年ぶりに集客を伴う「鼻ぐり井手祭」を実施することができ、約 800

人の参加がありました。 

  総事業費は 13,381 千円で、延べ 15,177 人の利用がありました。 

 

（6）ふれあいの森研修センターの運営 

  ふれあいの森研修センターでは、地域の活動拠点として、地域住民との協働

により、人づくり、地域づくりに繋がるコミュニティ事業を進めています。 

  地域住民の身近な交流・学習の場として、各種講座（主催 12 講座・自主 9 講

座）の開設のほか、小中学生や親子を対象に体験学習講座や大人を対象にした

講座を実施しました。 

  総事業費は 14,227 千円で、延べ 7,946 人の利用がありました。 

  また、ふれあいの森さくら祭りの実施や北小校区青少年健全育成協議会と共

催で地域子ども教室を 2 回実施するなど地域との交流を深めました。 

 

（7）光の森町民センターの運営 

  光の森町民センターは、人口増加の著しい西部地域の住民サービス向上のた

めの拠点施設です。西部支所をはじめ、地域の方々が交流できるスペース、地

域センター、健康づくりのための体育館や軽運動室、親子がふれあえる活動の
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場としての子育て支援センターなどが備わっており、令和 5 年度は 70,006 人の

利用がありました。 

  また、耐震性貯水槽や太陽光パネルによる蓄電システムが整備されており、

災害時の指定避難所や防災拠点施設としての機能も有しています。 

センターの運営管理費としては、31,500 千円を支出しました。 

 

（8）西部町民センターの運営 

  西部町民センターは、地域センターと共に、勤労青少年の健全な育成と福祉

の増進を図る勤労青少年ホームと児童の健康を増進し情操を豊かにする児童館

を併せ持った施設になります。 

  令和 5 年度は、軽運動室や会議室などで各種講座（主催 9 講座、自主 21 講座）

や貸館利用により、15,951 人（児童館を除く。）の利用がありました。 

  センターの管理運営費としては、12,110 千円を支出しました。 

 

2 生涯スポーツの推進 

（1）生涯スポーツの推進 

  生涯スポーツについては、子どもから大人までの各種主催講座 8 講座を開催

し、運動・スポーツによる健康増進に努めました。また、ＮＰＯ法人クラブき

くようと連携し、小学校部活動から社会体育に移行した「ジュニアきくスポ」

により、スポーツを通じて児童の健全育成及び体力向上に努めました。 

  体育施設においては、令和 5 年 10 月に総合体育館がオープンし、既設の町民

体育館、町民グラウンド並びに学校体育館及びグラウンドなどを含め、延べ

219,041 人の利用がありました。 

  その他、全国大会等出場選手激励金を 108 件、2,250 千円を交付するなど本町

のスポーツの振興・活性化を図り、スポーツを通した活力あるまちづくりを推

進しました。 

  さらに、ＮＰＯ法人クラブきくように 5,069 千円、菊陽町体育協会に 3,999

千円を補助し、スポーツ団体の育成に努めました。 

 

（2）総合体育館の整備 

総合体育館の整備については、継続費予算により令和 3 年度から令和 5 年度

に跨る総合体育館新築工事及び工事監理業務を行い、令和 5 年 4 月に竣工、10

月に供用開始しました。令和 5 年度は、最終年度支払分として新築工事の契約

額 3,954,500 千円のうち 789,500 千円を、工事監理業務の契約額 46,288 千円の

うち 11,288 千円を支出しました。 

また、総合体育館の Wi-Fi 等設備工事に 1,493 千円を支出しました。 

 

3 健やかな青少年の育成 

  子ども達が様々な活動や体験から豊かな人間性を育むことができるよう、体

験活動など小中学生や親子向けの講座の充実を図るとともに、学校や地域、団

体等から幅広く活用されるよう「体験活動情報センター」の周知に努め、生涯

学習アドバイザーの人材登録、派遣体制の推進を図りました。 

  また、地域と学校が連携・協働し、地域全体で未来を担う子ども達の成長を

支えていく「地域学校協働活動」を推進するため、学校と地域をつなぐ地域学

校協働活動推進員を引き続き配置し、学校を核とした地域づくりに努めました。    
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  さらに、菊陽中学校と武蔵ヶ丘中学校の 3 年生を対象に、地域の人材を活用

した地域未来塾を開催して学力向上と地域の教育力向上に努めました。 

  放課後子供教室については、町内全ての小学校で実施し、児童の安心で安全

な居場所づくりと様々な体験を通して心豊かでたくましい児童の育成に努めま

した。 

  二十歳の成人式については、人生の節目を祝福することにより、社会の一員

としての自覚を促すために式典を開催し、387 人の参加がありました。 

  その他、町子ども会育成連絡協議会へ 297 千円、町ＰＴＡ連絡協議会へ 144

千円の助成を行い、事業の活性化支援などを実施しました。 

 

第 3 章 文化・芸術の振興 

1 文化・芸術活動の支援と触れる機会の確保 

（1）図書館ホールを中心とした文化・芸術活動による賑わいの創出 

  図書館ホールでは、自主文化事業として「砂音の奏でる世界～サンドアート

と生演奏～」を開催。町内の小学校を対象としたアウトリーチ事業も実施しま

した。ホールの催し物は、年間 110 回の催し物が開催され、約 22,500 人の来場

者がありました。 

 

（2）町民センターなどにおける伝統文化講座の実施 

伝統文化講座として、ふれあいの森研修センターで着付け、茶道、書道教室、

おせちづくり教室を実施しました。 

 

2 文化ボランティアなどの人材育成 

  町文化協会へ 398 千円、町文化祭実行委員会へ 398 千円、文化財ボランティ

アガイドの会へ 100 千円、菊陽武蔵剣豪太鼓へ 299 千円の助成を行い、文化団

体の支援に務めました。また、全国大会等へ出場した 6 名に激励金 120 千円を

交付し活動支援を行いました。 

 

3 文化財や伝統文化の保護・保存・活用 

町内の貴重な遺跡や文化財を後世に伝えていくため、馬場楠井手法面の除草

など保存と管理に努めました。 

また、無形民俗文化財である川施餓鬼へ 126 千円、馬場楠獅子舞へ 164 千円

助成を行い、伝統文化の継承を支援しました。 

馬場楠井手の鼻ぐりパンフレットについては、従来の日本語・英語・中国語・

韓国語に加えて、台湾語表記版を作成・配布し、文化財の周知に努めました。 

 

第 2 編 健康・子育て・福祉 

第 1 章 健康づくりの推進 

1 生涯を通じた健康づくりの推進 

住民の健康に関する意識の高揚、自主的な健康づくりの推進のため、健康ポ

イント事業「きくよう健康倶楽部」を実施(年度末会員数 2,906 人)。TANITA 活

動量計の購入、TANITA からだカルテシステム管理、会員管理業務、ポイント交

換商品券等の実施により 23,232 千円を支出しました。 

疾病予防対策では、生活習慣病の早期発見・早期予防のため、40 歳以上の方

を対象とした総合健診（736 人）、がん検診における肺がん検診（2,347 人）、胃
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がん検診（1,044 人）、大腸がん検診（2,244 人）、子宮頸がん検診（2,598 人）、

乳がん検診（2,676 人）、超音波検診（2,860 人）、前立腺がん検診（1,333 人）、

骨粗鬆症検診（1,678 人）、その他ピロリ菌抗体検査、歯周疾患検診等を実施し、

53,730 千円を支出しました。 

さらに、生活習慣病重症化対策の推進として、戸別訪問及び電話での保健指

導、精密検査未受診者の受診勧奨を実施し、生活習慣病の重症化予防等に努め

ました。 

 

2 健康増進体制の充実 

  予防対策として、予防接種事業（定期予防接種 12,277 件、インフルエンザ予

防接種定期 5,444 件・任意 9,987 件の合計 15,431 人）、追加的風しん対策（風

しん抗体検査 60 件、麻しん風しん混合予防接種 23 件）に 170,759 千円、結核

検診に 1,982 千円を支出しました。 

  また、むし歯予防対策事業におけるフッ化物洗口では、町内小中学校（8 か所）、

保育園・認定こども園（15 か所）の年長児で実施、2 歳児フッ化物塗布も実施

し、3,943 千円を支出しました。 

 

3 健康危機管理・地域医療体制の充実 

救急医療対策として、在宅当番･救急医療情報提供実施事業に 1,036 千円、病

院群輪番制病院運営事業に、令和 5 年度は菊池郡市 2 市 2 町の事務局として総

額 10,243 千円を支出しましたが、各市町からの負担金を受け入れ、本町分とし

ては、2,377 千円を支出しました。 

また、新型コロナウイルスワクチン特例臨時接種（初回接種、追加接種、小

児接種、乳幼児接種）の実施体制確保のため、接種券等の発送、町コールセン

ター及び窓口の設置、接種医療機関の接種体制整備、ワクチンの保管・医療機

関への供給等を実施し、115,657 千円を支出しました。 

 

第 2 章 地域福祉の充実 

1 地域福祉活動の推進 

地域福祉活動の推進や社会福祉協議会への活動支援のため、社会福祉協議会

運営費への助成として 47,501 千円を支出しました。 

また、民生委員児童委員活動の充実を図るため、民生委員児童委員協議会へ

の助成として 4,587 千円を支出しました。 

 

2 ボランティア活動の推進 

  社会福祉協議会に設置されているボランティアセンターの運営及び各種ボラ

ンティア活動を推進するための助成として、5,127 千円を支出しました。 

 

第 3 章 子育て支援の充実 

1 施設やサービスの充実 

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため、児童手当法に基づ

き延べ児童数 77,033 人、847,100 千円の児童手当を支給しました。 

放課後児童健全育成事業（学童保育）では、放課後児童支援員の確保による

保育の受け皿の拡充を図り、学童クラブきくよう（19 クラブ分）へ運営委託料

として 111,864 千円、支援員の処遇改善を図るため、放課後児童支援員キャリ
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アアップ処遇改善事業補助金など 48,784 千円を支出しました。また、武蔵ヶ丘

北小学校放課後児童クラブ建設工事（181,576 千円）を行い、施設整備の充実を

図りました。 

また、町立保育所 2 施設、私立保育所 11 施設の他、認定こども園 3 施設、小

規模保育事業所等 7 施設の運営費や延長保育事業等多様な保育サービスを充実

させるための補助など、2,443,603 千円を支出しました。 

 

2 母子への切れ目のない支援の充実 

（1）安全で健やかな妊婦・出産・育児への支援 

  母子の健康増進を図るため、妊婦・乳幼児健康診査、母子健康相談・訪問指

導、心理相談等に 52,106 千円を支出しました。 

  また、妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を図るため、子育て世代

包括支援センターにおいて相談支援事業及び産後ケア事業を実施し、7,061 千円

を支出しました。また、さらに、養育医療給付事業に 6,032 千円、一般不妊治

療費補助金として 623 千円を支出しました。 

さらに、令和 5 年 2 月から、妊娠時から出産・子育てまで一貫した「伴走型

相談支援」と「出産・子育て応援給付金」を一体的に実施する「菊陽町出産・

子育て応援事業」を開始し、41,160 千円を支出しました。 

 

（2）子ども医療費助成事業 

  健康の保持及び健全な育成と子育て支援を図るため、乳幼児期から医療費の

負担を軽減する子ども医療費助成事業に、292,257 千円支出しました。 

 

（3）ひとり親家庭への支援 

  ひとり親家庭等の自立助長を図るため、ひとり親家庭等医療費助成事業とし

て延べ 4,188 件、7,357 千円の助成を行いました。 

  また、児童扶養手当の請求もれ防止、母子・寡婦福祉資金及び県母子会主催

の講習会の周知等に努めました。 

 

3 地域における子育て支援の充実 

「菊陽町子ども・子育て支援事業計画」に基づいて、子育てに関する様々な

事業（病後児保育、延長保育、一時預かり、ファミリー・サポート・センター、

地域子育て支援拠点事業など）を実施しました。 

 

4 子どもの貧困対策プロジェクト 

  スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラー等と定期的に会議を行

うとともに、関係機関と連携し、困り感を持つ世帯への支援を行いました。 

また、町のホームページ等を活用し、奨学資金制度の周知を行いました。 

 

第 4 章 高齢者福祉の充実 

1 生きがい対策の充実 

高齢者の生きがいづくりや健康づくりを推進するため、町老人クラブ連合会

への助成、シルバーヘルパー育成のためのふれあいアンドヘルプ事業、高齢者

健康づくり推進事業及び敬老会開催に係る助成として 8,065 千円を支出しまし

た。 
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  また、シルバー人材センター活動助成として 7,484 千円を支出しました。 

 

2 介護予防対策の充実 

  高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を実施するため、後期

高齢者医療広域連合から委託を受け、健康・保険課との連携により、高齢者の

保健事業と介護予防事業を一体的に実施し、9,766 千円を支出しました。 

 

第 5 章 障がい者（児）福祉の充実 

1 障がい者（児）福祉の充実 

（1）障がい者（児）福祉の充実 

  障がい者（児）の日常生活や社会活動を容易にするために日常生活用具の給

付を行い、7,883 千円を支出するとともに、障がい者（児）の失われた体の機能

の一部を補完するために補装具の給付を行い、6,989 千円を支出しました。 

  また、障がい者（児）に係る医療負担を軽減するために重度心身障害者医療

費助成を行い、40,872 千円を支出しました。 

  障害者総合支援法に基づく介護・訓練等給付費、療養介護医療費、自立支援

医療（更生医療）費の個別給付と合わせて、地域生活支援事業における地域生

活支援サービスを積極的に展開し、860,569 千円を支出しました。 

  さらに、独自支援策として、在宅重度心身障害者介護者手当 7,920 千円を支

給し、障がい者福祉の充実を図りました。 

  障がい児に対する支援として、児童発達支援や放課後等デイサービスなどの

療育サービスの提供に個別給付を行い、582,856 千円を支出するとともに、自立

支援医療（育成医療）費の個別給付として 1,261 千円支出しました。 

 

（2）発達障がい児等への支援の充実 

  就学前の障がい児の早期発見、早期支援を行うための体制整備を図るため、

巡回支援専門員（言語聴覚士、作業療法士、巡回支援保育士、こども相談員）

を配置し、障がい児に対する総合的な相談支援を積極的に展開し 6,494 千円を

支出しました。 

 

（3）相談支援等の充実 

  相談支援等の充実として、障がい者の日中活動の場及び相談支援の提供を目

的とする地域活動支援センター（1 か所）の運営に 9,800 千円を、障がい者（児）

に対する各種相談及び支援を行うことを目的とする障がい者相談支援事業所（2

か所）の運営に 11,432 千円を、地域の相談支援の拠点機能を担い、地域との連

携強化を図ることを目的とする障がい者基幹相談支援センター（1 か所）の運営

に 12,000 千円を支出しました。 

 

第 6 章 社会保障制度の適切な運営 

1 国民年金制度 

未加入者の加入促進及び国民年金制度の周知啓発に関する記事を、町広報紙

「広報きくよう」に掲載しました。また、希望者に年金制度のパンフレットを

配布し、年金相談等の業務に活用しました。 
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2 国民健康保険制度 

  国民健康保険特別会計へ、保険基盤安定負担金、国保財政安定化支援事業、

未就学児均等割保険料負担金、産前産後保険料負担金、出産育児一時金及び事

務費の繰出金として 247,259 千円を支出しました。 

 

3 後期高齢者医療制度 

  後期高齢者医療広域連合に対し、療養給付費負担金及び一般会計事務費負担

金として 350,022 千円支出しました。 

また、後期高齢者医療特別会計へ、後期高齢者医療広域連合特別会計事務負

担金、保険基盤安定負担金及び事務費の繰出金として、117,681 千円支出しまし

た。 

 

4 介護保険制度 

  介護サービス等諸費のほか、地域支援事業などに対する一般会計からの繰入

率（事業ごとの定率）を守り、総額 424,580 千円繰出し、健全財政を維持しま

した。 

 

第 2 部 安全・安心で住みやすいまち 

第 1 編 自然・環境 

第 1 章 環境保全対策の推進 

1 循環型社会の推進 

  地球温暖化防止対策として、個人宅に設置する太陽熱温水器 14 件の設置に対

して 700 千円を交付し、自然エネルギーの活用推進に努めました。 

  また、町の公共施設においてゴーヤーを栽培して「グリーンカーテン」を設

置するとともに、町民に向けた講座とグリーンカーテンコンテストを実施しま

した。 

  廃棄物の減量化や再資源化対策として、リサイクル奨励金を 57 団体に実施回

数延べ 326 回 3,002 千円交付しました。 

  さらに、家庭から排出される生ごみの減量化と清掃意識向上の啓発のため、

生ごみ処理容器 11 基に 24 千円、電動式生ごみ処理機 18 台に 447 千円、ごみ一

時保管所 47 箇所に整備費として 851 千円を交付しました。 

 

2 ごみ・し尿処理対策の推進 

  ごみの排出量が、燃やすごみ 10,013ｔ、不燃ごみ 246ｔ、資源物 713ｔ、粗大

ごみ 192ｔ、その他 18ｔ、合計 11,182ｔありました。本町はステーション方式

（1,127 か所）による分別収集を実施しており、収集費用として燃やすごみに

53,856 千円、不燃ごみに 16,015 千円、資源物に 34,075 千円、粗大ごみに 6,835

千円を支出しました。 

  また、排出されたごみの処理費用及び菊池環境工場の建設負担金として菊池

広域連合に 257,346 千円を支出しました。 

  し尿（735 ㎘）の収集運搬に 7,298 千円、処理負担金として菊池広域連合へ

18,303 千円を支出しました。 
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3 環境保全の推進 

  環境美化推進員により、ごみの減量と不法投棄等の廃棄物の適正な処理の啓

発を行い、生活環境の保全に努めました。 

  また、不法投棄ごみ抑制の啓発活動やパトロールなどを実施しました。 

  地域の環境美化の保全と推進のため、町内全域を対象とした「熊本県環境月

間」（6 月）と、白川流域を対象とした「くまもと・みんなの川と海づくりデー」

について、参加する自治会にごみ袋や軍手、飲料水などを配布しました。 

 

第 2 章 水の安定供給の確保 

1 地下水のかん養 

  地下水の保全を目的とする地下水涵養対策事業では、くまもと地下水財団か

らの補助金を活用し、雨水浸透桝 4 基の設置に対して 64 千円、雨水タンク 2 基

の設置に対して 31 千円を交付しました。 

 

2 水質の保全 

  県と連携し、浄化槽の適正な維持管理を管理者に周知することで、処理が不

十分な生活排水が河川などに流入し水質を悪化させないよう努めました。 

  また、生活排水や有害化学物質の河川などへの流入の抑制のため、下水道整

備区域内における未接続者に対し下水道接続の勧奨を行いました。 

 

第 3 章 緑化の推進 

1 緑化の推進 

  緑あふれるまちづくりを目指し、学校等の施設に花苗約 90,000 株を配布し、

花いっぱい運動による明るいまちづくりの推進に努めました。 

 

2 公園・緑地の整備・維持管理 

（1）公園施設長寿命化計画による維持管理 

  都市公園の将来の改築・更新に係るコスト縮減や平準化を図るため、公園施

設長寿命化計画に基づく施設改修を実施し、8,600 千円を支出しました。また、

一部の公園等の管理を地区に委託し、地域と協力して維持・管理に努めました。 

 

（2）防災公園・避難拠点の整備 

  防災公園（避難拠点）としての機能強化を図る菊陽杉並木公園拡張整備事業

では、公園整備に 322,124 千円を支出しました。 

 

第 2 編 土地利用・都市基盤・公共交通など 

第 1 章 均衡ある効果的な土地利用の推進 

 

1 都市的土地利用 

（仮称）原水駅周辺土地区画整理事業の事業化に向けた調査等を行っています。 

 

2 自然的土地利用 

  農業委員 9 名、最適化推進委員 9 名の計 18 名で 8 月に町内全域の農地パトロ

ールを行い、遊休農地へ解消を働きかける通知を行いました。 

  また、委員による活動により、農地パトロール時に発見した軽微な遊休農地
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のうち約 2.6haの管理者に働きかけを行い、作付け可能な農地に再生しました。 

 

3 均衡ある土地利用の実現 

  菊陽南小学校校区の少子化防止対策と地域の活性化を目的とする定住促進補

助金の交付制度の期間を延長し、転入等により同校区内に居住を始めた子育て

世帯 11 世帯、同校区内で出生のあった 9 世帯及び居住後 3 年を経過した子育て

世帯 3 世帯に対し、補助金 12,200 千円を支出しました。 

 

第 2 章 都市基盤整備の整備 

1 幹線道路の整備 

道路新設改良費では、1,475,729 千円を支出し、菊陽空港線延伸計画道路他

7 路線の道路改良工事及び測量設計を行いました。 

 また、県道整備負担金として、瀬田竜田線改良工事に 1,350 千円を支出し、

道路の整備を図りました。 

 

2 生活道路の整備 

道路の維持管理については、道路の舗装打換、道路構造物の修繕、側溝清掃、

街路樹の維持管理に 250,472 千円を支出し、安全で快適な道路環境の向上に努

めました。 

 

3 都市公園の整備と維持管理 

  都市公園 136 か所、広場・緑地 8 か所の樹木剪定・消毒・清掃・除草等によ

り環境保全に努めるなど、公園の整備・管理に 172,683 千円を支出しました。 

 

4 下水道の整備 

  公共下水道事業に、雨水事業の維持費・事業費・資本費に対する負担金とし

て 124,736 千円、汚水事業の事業費・資本費に対する補助金として 10,910 千円、

企業債償還に対する出資金として 95,588 千円の合計 231,234 千円を支出し、公

共下水道の整備・促進を図りました。 

  また、農業集落排水事業については、維持費・事業費・資本費に対する補助

金として 11,851 千円を支出し、農業集落排水施設の整備を図りました。 

 

5 土地区画整理事業の推進 

 （仮称）原水駅周辺土地区画整理事業について、事業化に向けての促進とし

て、土地区画整理事業調査を行い、137,685 千円を支出しました。 

 

第 3 章 交通体系の充実 

1 コミュニティ交通の充実 

  令和 2 年 1 月に 6 路線から 3 路線に再編した巡回バスは、令和 5 年度に延べ

33,666 人の利用があり、その運行費用として 21,336 千円を支出しました。 

  また、巡回バス路線再編に伴い令和 2 年 1 月から導入した乗合タクシーは、

令和 5 年度に延べ 2,622 人の利用があり、2,630 千円を支出しました。 
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2 持続可能な公共交通体系の検討 

  地域住民に必要な公共交通を維持するため、バス事業者に対し国や県、周辺

市町と路線バス運行の支援を行い、その費用として 25,070千円を支出しました。 

  さらに、JR 新駅を中心としたエリア開発に係る経済効果の分析を行いました。 

 

第 4 章 住宅・住環境の整備 

1 良質な住宅・住環境の整備 

（1）町営住宅の維持管理 

  町営住宅の維持管理に 15,920 千円を支出し、良好な住環境の維持に努めまし

た。 

 

（2）空き家の適切な管理 

  空き家等の適切な管理を促進するため、菊陽町全域の空き家に対して現地調

査を行い、2,970 千円を支出しました。 

 

（3）新たな土地区画整理事業の推進 

竣工した菊陽第二土地区画整理事業に続き、（仮称）原水駅周辺土地区画整理

事業の事業化に向けた調査等を行っています。 

 

第 3 編 防災・消防・防犯など 

第 1 章 防災対策の充実 

1 防災体制の充実 

（1）救援物資、人的支援の受入体制の強化 

災害発生時に避難者等の支援を実施することを目的とし、物資やレンタル資

機材、資材の提供に関し、株式会社ほっかほっか亭総本部、熊本県キッチンカ

―協会、株式会社レンタックスと協定を締結しました。また支援物資の受入及

び配送等に関し、佐川急便株式会社南九州支店と協定を締結しました。 

 

（2）避難所機能の強化（地区公民館を含む） 

「きくよう安心メール」や「Yahoo!防災速報」を活用して、防災情報を提供

しました。 

  災害時において自助・共助活動を支えるため、防災備蓄倉庫の設置に対する

補助として 404 千円、地区公民館耐震改修に対する補助として 11,091 千円を支

出しました。 

 

（3）自主防災組織、防災士の育成 

  平成 16 年度から開始した自主防災組織育成推進事業として、47 組織に自主防

災組織育成推進費 1,880 千円を支出しました。 

  また、防災士育成のため、防災士養成講座を実施し、20 名に受講助成金とし

て 240 千円を支出しました。 

  令和 5 年度の総合防災訓練は、菊陽町として初開催となる防災フェスタとし

て実施しました。住民や関係機関を対象として体験型防災訓練、装備品展示等

を行い、防災意識の啓発に努めました。 
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（4）光の森防災広場の活用 

  菊陽町光の森防災広場において、武蔵ヶ丘北小学校等を対象に防災をテーマ

にした研修を実施しました。 

  また、菊陽町光の森防災広場管理費として 7,047 千円を支出しました。 

 

第 2 章 消防・救急対策の充実 

1 常備消防の充実 

  常備消防では、菊池広域連合消防本部において緊急時に迅速な対応ができる

ように消防指令センターが設置され、常備消防・救急体制の強化に努めていま

す。 

  また、菊池広域連合に対し負担金（消防費）を 394,968 千円支出し、常備消

防の充実を図りました。 

 

2 非常備消防の充実 

  消防団員の活動時の安全を確保するため、装備品支給費用として 1,654 千円

を支出しました。 

  また、耐用年数が経過していた道明班、出分班、中代班、川久保班、下津久

礼班、八久保班の小型動力ポンプの更新に 13,068 千円を支出しました。 

  さらに、各地区の消防施設整備費助成として、12 地区に 4,506 千円を支出し、

行政と地域が一体となった消防施設の整備強化に努めました。 

 

第 3 章 防犯・交通安全対策の充実 

1 防犯環境の整備と対策 

  犯罪の抑止など安全で安心なまちづくりのため、小中学校の通学路への防犯

灯設置、不点灯による防犯灯の取替えなどの費用として 100 千円を支出しまし

た。 

  また、町内の小中学校等を対象に、不審者対策・交通事故防止などの対策の

ため、スクールパトロール事業の費用として 4,838 千円を支出しました。 

  さらに、地区内の犯罪防止と安全なまちづくりのため、地区内の防犯灯設置

支援事業として、25 地区に 1,501 千円を助成し、各地区の施設整備を図りまし

た。 

  犯罪の起きにくい社会の実現に向けて、地域や事業者が設置する防犯カメラ

設置費に対し助成を行う大津地区防犯協会連合会へ、負担金として 4,915 千円

を支出しました。 

 

2 交通安全対策の推進 

  子どもや高齢者、若者の交通事故防止に重点を置き、交通安全教育講習員に

よる交通安全教育を、町内の保育園、小中学校など 9 か所で実施しました。 

  また、令和元年度から高齢者の運転による交通事故の減少を図るため、高齢

者運転免許証自主返納支援事業を実施し、86 名の方が自主返納され、返納者が

利用したタクシーの借上料として 1,585 千円を支出しました。 

  さらに、危険箇所対策として、交通安全施設設置工事に 2,444 千円を支出し

ました。 
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第 4 章 消費者保護対策の充実 

1 消費生活相談窓口の充実 

  専門相談員による相談窓口を毎週月・木曜日に開設し、その専門相談業務委

託の費用として 1,632 千円を支出しました。 

  なお、広域連携により、大津町及び西原村の窓口でも相談を受けられるよう

になっています。 

  また、消費者トラブルの注意喚起のため、町広報紙「広報きくよう」5 月号と

2 月号に啓発記事を掲載し、5 月号では近隣市町との合同特集を行いました。 

 

2 消費者教育の推進 

  ふれあいサロンへの出前講座を 5 回実施しました。 

 

第 3 部 産業が成長し続けるまち 

第 1 編 産業（農業・工業・商業など） 

第 1 章 農業の振興（稼げる農業の構築） 

1 担い手の育成・確保 

  認定農業者等の担い手への機械等導入支援に 9,113 千円を支出しました。 

  農業経営改善計画の達成に向けた支援として、営農指導員による日々の巡回、

計画達成支援及び再認定への誘導などを行い、再認定対象者 23 経営体のうち 19

経営体の再認定を行い、3 経営体の新規認定を行いました。 

  新規就農者への支援は、農業次世代人材投資資金及び新規就農者育成総合対

策資金を 1 名に 1,500 千円支出しました。 

  なお、11 月にはすぎなみフェスタを開催し、人参収穫体験や野菜の販売など

生産者と消費者の交流を図り、来場者は約 8,500 人と盛況のうちに終えること

ができました。 

 

2 農業経営の安定化 

  米の需給調整と麦・大豆の品質向上及び畜産粗飼料等の増産を図るため、経

営所得安定対策推進事業及び水田産地化総合推進事業に取組み、2,653 千円を支

出しました。 

  農産物の販路拡大や流通体制の充実を目的として、県外（大阪府大阪市、豊

中市、東京都銀座、福岡県福岡市）及び県内での農産物 PR 等を行い、3,304 千

円を支出しました。 

  都市と農村の交流及び地域農業の振興を目的として開設した菊陽町総合交流

ターミナル施設「さんふれあ」については、施設及び付帯設備の維持・管理等

に 17,941 千円を支出しました。 

  なお、平成 18 年度から、町などが出資した有限会社さんふれあを指定管理者

に指定しており、管理・運営に係る対価として指定管理委託料 29,664 千円を支

出しました。 

  畜産振興を目的として、各種畜産組織活動への助成、畜産環境対策事業、家

畜伝染病対策支援等のため、3,701 千円を支出しました。 

  また、下津久礼地区、柳水地区、馬場地区及び南方地区の農用地利用改善団

体に対し、活動支援に 404 千円、JA 等農業関係団体への事業活動支援として 549

千円を支出しました。 
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  鳥獣害対策として、有害鳥獣侵入防止柵補助金を 7 名に 718 千円を支出しま

した。 

  また、有害鳥獣の駆除を菊陽町有害鳥獣駆除隊及び熊本県猟友会大津支部へ

委託し、1,128 千円の支出を行い、イノシシ 14 頭、シカ 21 頭を捕獲しました。 

 

3 農業生産基盤の整備 

  農業用施設の整備のため、熊本県が主体となって事業を推進している、県営

白水地区水利施設等保全高度化事業及び県営馬場楠井手ため池等整備事業に対

し、34,290 千円の負担金を支出し、農業用施設の整備が行われました。 

  なお、町が主体となって行っている農業用水路の整備である南方井手改修事

業及び新町井手改修事業に対し、76,291 千円を支出しています。 

  また、おおきく土地改良区及び馬場楠堰土地改良区の育成の補助として 8,170

千円を支出し、おおきく土地改良区、馬場楠堰土地改良区、及び花立土地改良

区が行った、10 か所の町内用排水路の改修や修繕工事に対し、11,216 千円を補

助しました。 

  さらに、農村環境を地域ぐるみで保全することを目的とした多面的機能支払

交付金として、69,229 千円を支出しました。 

 

4 農地集積・集約化と農地の確保 

  担い手の営農の規模拡大を推進するための助成として 3,689 千円を支出しま

した。 

  なお、担い手への農地利用率（集積率）は、町全体で 68.4％（令和 5 年度末）

となっており、昨年度より 1％上昇しています。 

  また、将来の農地利用の在り方を地域の話し合いにより決定する「地域計画」

の策定に向け、耕作者に対しアンケート調査を実施し、目標地図作成のための

重要な基礎資料となりました。 

 

第 2 章 工業の振興（連携による工業の発展） 

1 企業誘致の促進 

  令和 4 年度に本町と立地協定を締結した Japan Advanced Semiconductor 

Manufacturing 株式会社（JASM）が、令和 6 年 2 月 24 日に第 1 工場を開所しま

した。 

 

2 既存製造業者の持続的発展と振興 

  本町と立地協定を締結の上、工場等への投資を行った 2 社に対し、工場等立

地促進補助金 121,161 千円を支出しました。 

  また、セミコンテクノパークへの通勤バスの運行を行い、年間 266,488 人が

利用しました。 

 

第 3 章 商業の振興（魅力ある商業の展開） 

1 商業の活性化 

  町内商工業者の育成、支援などを目的に、商工会、飲食業同業組合などに対

する補助金として、合計 14,270 千円を支出しました。 
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2 新たな産業の振興と事業継続の支援 

  創業支援等事業計画に基づき、創業セミナー等を実施し、創業をサポートす

るとともに、創業者向けの利子補給補助金を新設しました。 

 

3 中小企業者等の支援 

  中小事業者の展示会への出展や人材育成のための補助金として、823 千円を支

出するとともに、事業者のセーフティーネット融資活用のための認定を行いま

した。 

 

第 4 章 観光の振興（地域観光資源の活用） 

1 観光資源の活用と情報発信 

  菊陽町 PR 動画を作成し、公式 Youtube チャンネルによる情報発信を行いまし

た。 

 

2 交流人口拡大による地域の賑わい創出 

  菊陽町夏祭り開催に係る補助金として、9,200 千円を支出し、商工会と連携し、

夏祭りを開催しました。また、ポータルサイト「菊陽まち遊び.ナビ」を活用し

た菊陽まち遊び事業に、1,500 千円を支出しました。 

 

第 4 部 みんなで楽しく協働して創るまち 

第 1 編 住民参画・男女共同参画・人権 

第 1 章 住民参画の推進 

1 町民と行政のパートナーシップの確立 

  平成 25 年 4 月に施行した「菊陽町町民参画・協働推進条例」に基づき、町民

参画推進本部会議を開催して、各種計画の策定及び条例の改正に係る町民参画

手続の方法と実施時期について検討し、決定を行いました。 

 

2 地域協働によるまちづくりの推進 

  地域住民の自治活動を支援し、住民相互の親睦と相互扶助の向上を図るため、

町内各行政区に運営補助金として 7,958 千円を支出しました。 

  また、行政推進事項の伝達のため、地区が設置する放送施設及び掲示板の経

費の一部を補助する放送施設等設置助成金 348 千円を支出しました。 

  光の森町民センターにおいては、地区公民館を保有していない光の森地域の

自治会に地域交流スペースを無料開放し、自治会活動への支援を行いました。 

 

3 公民館活動の支援 

地域コミュニティ活動の推進を目的に、地区公民館を整備する場合、その費

用の一部を補助しています。 

令和 5 年度は、計 9 地区に公民館整備費補助として 3,518 千円を支出しまし

た。 

 

4 情報公開の推進 

菊陽町情報公開条例に基づき、公正で開かれた町政の運営に努めました。 
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第 2 章 男女共同参画の推進 

1 対等のパートナーという意識の醸成 

菊陽町と菊陽町男女共同参画さんさんの会により「令和 5 年度よかつれフェ

スタ」を町図書館ホールで開催し、約 250 人が参加しました。また、同イベン

トで表彰を行った「川柳＆フォトコンテスト」には合わせて 107 件の応募があ

りました。 

 

2 誰もが社会に参画できる環境整備 

  町が携わる審議会等における女性の登用状況は、令和 5 年 4月 1日現在 28.8％

でした。第 6 期菊陽町総合計画の令和 7 年度までの前期計画における目標値の

24％は既にクリアしているものの、審議会毎に登用状況に差異がある状況です。 

 

3 誰もが自立し、能力を発揮できるまちづくり 

  啓発ポスターやチラシ、ハローワークからの求人情報誌を関係課の窓口に設

置しました。また、各分野においては、セミナー等を開催し必要な支援を行い

ました。 

 

4 あらゆる暴力・ハラスメントの根絶 

  DV 等の相談が 2 件あり、内容を聞き取った上で関係課等へ引き継ぎました。

また、県の相談窓口等の情報を、「広報きくよう」や「町ホームページ」に掲載

しました。 

 

第 3 章 人権尊重の社会づくりの推進 

1 人権教育・啓発の推進 

（1）人権教育・啓発の推進 

人権教育・啓発イベントとして、ここ 3 年は、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響により、リモート形式による菊陽町人権子ども集会となっていました

が、4 年ぶりに例年行っていた集会形式で開催することができ、各学校での年間

の取組について発表や意見交換を行い、学びを深め合いました。 

なお、町民等を対象とした「人権のまち菊陽フェスタ」については、新型コ

ロナウイルス感染症やインフルエンザの感染拡大も心配されましたが、「性的指

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解増進に関する

法律」施行されたことを受けて、性的マイノリティに関する人権問題をテーマ

に、開催することができました。 

各種団体、企業等に対する人権問題に関する研修会の実施及び支援として、

出前講座の案内を町ホームページへ掲載、町商工会加盟企業に対する菊陽町同

和問題を考える企業連絡会への加入促進活動を実施しました。 

また、町職員を対象に令和 3 年から実施しているフィールドワークを令和 5

年度新規採用職員を対象に実施しました。 

就学前、学校教育における人権教育の推進として、菊陽町人権教育推進協議

会では年間を通して、子どもたちへの人権教育や学習会を実施しました。 

さらに、教職員や保育士を対象とした研修会も多数実施しました。 

 

（2）東部町民センターの活動 

  東部町民センターでは、住民福祉の向上や人権問題の速やかな解決に資する
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ことなどを目的として事業を行っており、人権意識や仲間づくりの輪を育てる

ことに重点を置いた講座（定例 19 講座、単発 2 講座）や、スポーツによる交流

活動、高齢者に生きがいや楽しみを持っていただくために地域住民のニーズを

踏まえた高齢者対策事業を週 2 回実施しました。 

  また、「センターだより」を年 3 回発行し、小・中学生の人権啓発標語を展示

しています。 

  新型コロナウイルス感染症が 5 類感染症に移行し、主催講座生等を対象とし

た人権講演会とセンター発表会は、参加人数制限無しで実施しました。 

  新館の屋根・外壁等改修工事設計業務委託料 2,917 千円を含め、センターの

総事業費は 20,579 千円で、利用者は延べ 12,979 人でした。 

 

2 相談体制の充実 

  相談体制の充実化に向けて、相談対応の主となる職員 3 名が、熊本県やその

他の団体が主催する人権問題に関する研修会や学習会に多数出席しました。 

  東部町民センターでは、生活相談等を随時受け付け、延べ 55 人に対応しまし

た。 

  また、高齢者独り暮らし世帯を民生委員児童委員や区長と所長で訪問しまし

た。 

 

第 2 編 行財政運営 

第 1 章 行財政運営の充実・強化 

1 効率的・効果的な行政運営 

  熊本県市町村職員研修協議会主催の各種研修に 88 名、その他の各種研修に職

員を参加させることにより、職員の能力と識見の向上に努め、その費用（旅費・

委託料及び負担金）として 2,111 千円を支出しました。 

  自治体ＤＸの推進及び働き方改革の一環として、庁内情報ネットワークの無

線化に 10,296 千円、ＤＸのための人材育成研修に 1,210 千円を支出しました。

また、ペーパーレス会議システムの導入のため、備品購入費として 4,521 千円

を支出しました。 

 

2 健全で合理的な財政運営 

（1）基金 

町の様々な事業を行うために合計 418,040 千円を取り崩しました。 

また、将来の財政の健全な運営を図るため財政調整基金に 360,000 千円、熊

本地震復興基金に 69,681 千円、企業版ふるさと納税基金に 33,800 千円、子育

て支援施設等整備基金に 30,000 千円など合計 497,324 千円を積み立てました。 

 

（2）公債費 

  公債費として、元金 1,384,119 千円と利子 98,151 千円を支出しました。 

  令和 5 年度において新たに 1,946,000 千円を借り入れましたので、令和 5 年

度末の地方債現在高は 17,978,431 千円となり、令和 4 年度末の 17,416,550 千

円より 561,881 千円増加しました。 
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第 2 章 広域連携などの推進 

1 広域行政の推進 

  平成 28 年 3 月 30 日に締結した地方自治法に基づく「熊本連携中枢都市圏（18

市町村）の形成に係る連携協約」により連携事業を進めました。 

  また、菊池管内（2 市 2 町）の広域的な行政課題に対応している菊池広域連合

に、負担金として管理費 22,261 千円、介護保険費 8,926 千円、火葬場費 18,661

千円、し尿処理費 18,303 千円、消防費 394,968 千円、自立支援費 2,423 千円、

ごみ処理費 257,346 千円の合計 722,888 千円を支出しました。 

 

2 屋久島町（姉妹都市）との交流 

（1）屋久島町との交流 

  姉妹都市盟約を締結している屋久島町から本町の総合体育館落成式やすぎな

みフェスタに御参加いただくなどにより、両町の交流を図りました。 

 

（2）小中学生の相互交流 

  屋久島町へ小中学生が訪問し交流するため研修及び交流先との調整等準備を

進めていましたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となりまし

た。 

 

3 大学・企業などとの連携 

 尚絅大学短期大学部と連携し、町広報紙「広報きくよう」に野菜を主役とし

たレシピを大学生が考案する「恋する野菜」コーナーを掲載しています。 

 

第 3 章 情報化の推進 

1 行政のデジタル化の推進 

  職員のテレワーク業務推進のため、通信費 317 千円、保守業務 466 千円、ラ

イセンス使用業務 308 千円を支出しました。 

  また、書かない窓口の導入費として 19,804 千円、粗大ごみ予約システムの導

入費として 868 千円を支出しました。 

 

2 情報セキュリティの強化 

 庁内業務システムの維持管理のため、総合行政システム機器・内部情報系シ

ステム機器等の借上料として 16,307 千円、総合行政システムの使用料として

96,774 千円を支出しました。また、各種システムの適切な運用及び変更のため

の委託料として、38,902 千円を支出しました。 

 セキュリティー対策としては、機器の保守点検に 1,144 千円、ウイルス対策

ソフトの使用に 3,678 千円を支出しました。 

 

3 地域の情報化支援 

令和 2 年度に整備した一人 1 台タブレット端末を活用した学習やオンライン

授業の取組を進めるとともに、持ち帰りによる自宅学習を進め ICT 教育の充実

を図りました。 
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第 4 章 広報活動の推進 

1 広報活動の推進 

  コミュニケーションアプリ「LINE」を使った情報配信を行い、登録者数は約

900 件増加し約 17,700 件に達しました。 
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（歳入） 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

（歳出） 社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障施策に要する経費】

202,189

47,205 917

32 2,010 5,473

47,853 153,320

合　　　　　計 4,851,825 2,615,577 0 47,885 587,750 1,600,613

保健
衛生

予防接種事業 173,087 474

12,432

健康増進事業 60,124 2,592

小　　計 280,416 3,983 0 0 74,244

46,360 126,253

妊産婦・乳児健康診査事業 33,856

小　　計 959,465 237,453 0 0 193,918

15,452 42,080

社会
保険

国民健康保険事業（繰出金） 193,792 144,113 13,343 36,336

介護関係経費（繰出金）

528,094

318,634 24,240 79,068 215,326

後期高齢者医療事業（繰出金） 447,039 69,100 101,507 276,432

子ども医療費助成事業 300,359 25,360 73,859 201,140

小　　計 3,611,944 2,374,141 0 47,885 319,588 870,330

417,533

社会
福祉

障害者自立支援給付等事業 819,360 615,885

私立保育園運営費負担事業 1,900,588 1,281,882

54,649 148,826

障害児支援事業 584,122 451,014 35,750 97,358

保育所運営費 7,515

Ⅱ　引上げ分の地方消費税収入の使途

　社会保障の安定財源の確保を図る税制の抜本的な改革により、令和元年10月1日から消費税及び
地方消費税の税率が8％から10％へ引き上げられました。（このうち地方消費税については、1.7％
から2.2％へ引き上げられました。）
　この引き上げ分に係る地方消費税については、全て「社会保障施策に要する経費（事務費や事務
職員の人件費は除く）」に充てることとされています。
　本町の令和5年度一般会計決算における上記経費の充当状況は、次のとおりです。

587,750

4,851,825

（単位：千円）

事　　　業　　　名 経　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国・県
支出金

町債 その他
地方消費税交
付金(社会保
障財源化分)

その他
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Ⅲ 平成 28 年熊本地震関係経費 

  災害復興基金事業では熊本地震復興基金等を活用し、地区公民館耐震化事業

に 11,091 千円、総合体育館無線 LAN 整備工事に 1,428 千円、避難所サイン設置

工事に 1,210 千円支出しました。 
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